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2025年度税制改正では、物価上昇局面における税負担の調整及び就業調整への
対応として、人的控除等の見直し（基礎控除の引上げ、給与所得控除の引上げ、
特定親族特別控除の創設等）が行われる予定です。（*） 

この見直しのうち、いわゆる103万円の壁（所得税の非課税枠）をめぐっては、
昨年12月に政府与党（自民党・公明党）が公表した2025年度税制改正大綱にお
いて、2025年分の所得税から基礎控除と給与所得控除をそれぞれ10万円ずつ引
き上げ、所得税の非課税枠を123万円とする旨が示される一方、政府与党と国民
民主党との間でなされた、国民民主党の主張する178万円を目指して2025年か
ら引き上げる旨及びその具体的な実施方法について引き続き関係者間で誠実に
協議を進める旨の合意が示されていました。 

2月4日、政府与党は所得税の非課税枠を123万円とする税制改正法案（以下、「改
正法案」）を国会に提出しましたが、その後も上記の合意を受け、政府与党と国
民民主党との間で引き続き所得税の非課税枠について協議が行われました。そ
して、2月28日、最終合意には至らなかったものの、政府与党は、国民民主党と
の協議で示した基礎控除の上乗せ特例を追加した修正案（以下、「修正案」）を
国会に提出しました。 

上記改正法案及び修正案は3月4日に衆議院を通過し、現在参議院で審議中です。 

このニュースレターでは、この修正案の概要について解説いたします。 

（*） 2025年度税制改正大綱で示された基礎控除の引上げ及びその他の人的控除
等に係る改正案の概要については、2024年12月26日発行のTax Newsletter

「2025年度税制改正大綱」をご覧ください。  
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https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2024/jp-tax-newsletter-20241226.pdf
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I. 修正案の概要 

基礎控除については、その額が定額であることにより物価が上昇すると実質的
な税負担が増えるという所得税の課題への対応として、上昇傾向にある物価動
向を踏まえ、改正法案では、合計所得金額が2,350万円以下である個人の控除額
が現行法の48万円から10万円引き上げられ、58万円とされていました。（この引
上げは、2025年分以降の所得税について適用されます。） 

修正案では、改正法案で示された基礎控除額に一定額を上乗せする特例が追加
されています。この修正案により、所得税の非課税枠は、改正法案における123

万円（基礎控除額58万円＋給与所得控除額65万円）から160万円（基礎控除額95

万円＋給与所得控除額65万円）に引き上げられることになります。 

1. 2025年分及び2026年分の措置 

物価上昇に賃金上昇が追いついていない状況を踏まえ、中所得層を含めた税負
担軽減措置として、合計所得金額が655万円以下（給与所得のみの場合、給与収
入850万円以下に相当）の場合の基礎控除額は、下表のとおり、改正法案におけ
る基礎控除額58万円と修正案における上乗せ額（合計所得金額に応じ、37万円
～5万円）との合計額とされます。 

合計所得金額 

基礎控除額 

現行法 

改正案 

改正法案 

（a） 

修正案 

（上乗せ特例） 

（b） 

合計 

（a＋b） 

132万円以下 

48万円 
58万円 

37万円 95万円 

132万円超336万円以下 30万円 88万円 

336万円超489万円以下 10万円 68万円 

489万円超655万円以下 5万円 63万円 

655万円超2,350万円以下 

0円 

58万円 

2,350万円超2,400万円以下 48万円 48万円 

2,400万円超2,450万円以下 32万円 32万円 32万円 

2,450万円超2,500万円以下 16万円 16万円 16万円 

2,500万円超 0円 0円 0円 
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2. 2027年分以後の措置 

2027年分以後は、低所得者層の税負担に配慮し、合計所得金額が132万円以下
（給与所得のみの場合、給与収入200万円以下に相当）の場合に限り、修正案に
おける上乗せ特例が維持され、基礎控除額は95万円とされます。 

合計所得金額 

基礎控除額 

現行法 

改正案 

改正法案 

（a） 

修正案 

（上乗せ特例）
（b） 

合計 

（a＋b） 

132万円以下 

48万円 
58万円 

37万円 95万円 

132万円超2,350万円以下 

0円 

58万円 

2,350万円超2,400万円以下 48万円 48万円 

2,400万円超2,450万円以下 32万円 32万円 32万円 

2,450万円超2,500万円以下 16万円 16万円 16万円 

2,500万円超 0円 0円 0円 

II. 適用時期 

この改正は、2025年分以後の所得税について適用されます。なお、給与等及
び公的年金等の源泉徴収については、2026年1月1日以後に支払うべき給与等
又は公的年金等について適用されます。 

また、給与所得者については2025年分の年末調整（2025年中に支払うべき給
与等でその最後に支払をする日が同年12月1日以後であるもの）において適用
できることとされます。 

III. その他留意事項 

上記の改正に伴い、公的年金等に係る源泉徴収税額の見直し等の所要の措置が
講じられます。 

また、各種所得の課税の在り方及び各種控除の在り方の見直しを含む所得税の
抜本的な改革について検討するにあたっては、物価の上昇等を踏まえて基礎控
除等の額を適時に引き上げるという基本的な方向性が、附則に明記されること
となりました。 

なお、個人住民税については、2025年度税制改正大綱において基礎控除を引き
上げることとされておらず、現行の最高額43万円（合計所得金額2,400万円以下
の場合）から変更されない予定です。 
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